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指導力向上のための地域連携研修システム 
 
竹口幸志＊ 
学校においては，授業研究や研修会など様々な指導力向上の機会が用意されている。
近年では，遠隔教育や e-Learningシステムを用いた研修が導入され，教員の移動やコ
ストに合理的かつ効果的な成果を出しつつある。しかし，遠隔教育や e-Learningシス
テムを用いた授業研究や教員研修においては，実習を含む指導に困難をきたす懸念も
指摘されている。そこで，本研究では，小学校英語教育，理科教育，体育館における
研修を事例として，実習を含む指導が可能な研修システムの提案を行った。 
[キーワード：地域連携，研修，実習，英語，理科] 
1. はじめに 
教育再生実行会議は，全ての子供たちの能力を伸
ばし可能性を開花させる教育へと題した第 9 次提言
において，学力差に応じたきめ細かい教育の必要性
を指摘している[1]。その中でも，学校における教育
指導体制の一層の充実を図りつつ，よりきめ細かい
習熟度別少人数指導，ICT を活用した個別学習，放
課後や土曜を活用した補充・発展学習などの取組を
進めていくことが重要となると指摘されている。徳
島県においては，徳島県学校マネジメント・学力向
上実行プランを策定し，確かな学力の向上に向けた
改善的な取り組みが図られている。具体的には，県
全体の目標を「自ら考え，判断し，表現できる子」
と設定し，すべての教職員，児童生徒，保護者，地
域住民，教育行政関係者がこれらを共有して，「み
んなで つづけて とことん」取り組むことにより，
目指す子供の姿の実現を図っている[2]。今後の方向
性として，組織マネジメントの確立，教育の質の向
上，家庭・地域との連携，外部人材の活用・社会と
のリンクの 4 つの方策が示されている。とりわけ，
校長のマネジメント力，教職員の協働，各教科の指
導法，教員の指導力，大学等との連携による学習指
導の実施など，教員の指導力向上が指摘されている。 
学校においては，授業研究や研修会など様々な指
導力向上の機会が用意されている。近年では，情報
技術を活用した教育支援や研修制度の設計も進んで
いる。例えば，角田らは通信衛星を利用した遠隔教
育について検討している[3]。また，村瀬らは e-
Learning を支援する教育システムについて検討して
いる[4]。さらに，加藤らは夜間に遠隔教育を行う大
学院の多地点遠隔講義システムの構成について検討
している[5]。 
教員は，授業の他，生徒指導や保護者との対話な
ど，様々な業務を抱えているため，授業研究や研修
への参加のための移動時間も授業や子供たちへの指
導の時間に充てたいと考えている教員も少なくない。
このようなときに，遠隔教育や e-Learningシステム
などを活用した教育支援や研修制度は合理的かつ効
果的な方法として有用性が挙げられている。しかし，
遠隔教育や e-Learningシステムを用いた授業研究や
教員研修においては，実習を含む指導に困難をきた
す懸念も指摘されている。そこで，本研究では，実
習を含む指導が可能な研修システムの提案を行う。 
2. 英語教育を対象とした研修システム 
英語教育分野の研修においても遠隔教育や e-
Learning を利用した事例は散見される。例えば，角
元は遠隔教育を利用した英語学習に関する実態調査
を行っている[6]。また，廣瀬はテレビ会議を利用し
た国際遠隔授業を試みている[7]。さらに，板宮らは 
複数の人がひとつの PC画面を同時に操作すること
ができる遠隔会議システムを開発している[8]。しか
し，実際に実習を含む指導が可能な研修システムを
設計した事例は少ない。そこで，今後の学習指導要
領の改訂で教科化が予定されおり，研修機会が増加
している小学校英語教育を対象とした実習指導シス
テムを提案した。結果を図 1に示す。 
図 1 に示すように環境を構成する機材として，授
業資料を提示するための PC，会場用マイク，スイッ
チャー，テレビ会議システム，撮影用カメラ，資料
映像用ディスプレイ，他会場映像用ディスプレイか
らなる。小学校においては外国語活動として英語を
取り上げ，その中で英語に慣れ親しむ活動を中心に
行われているが，慣れ親しむことを中心とするため
使用される教材が少なくない[9]。手作りのクイズ教
研究論文 
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材，アルファベットカード，ヒヤリングのための音
声教材，異文化理解のための映像教材などが挙げら
れる。これらの教材は黒板に張り付けたり，PC 画面
上に表示しながら授業が進められるため，授業の映
像を広くとることができるようにあらかじめ撮影計
画を立てておくことが肝要となる。英語は発音の指
導や書くことの指導など，児童生徒のすぐそばで口
元や手元を確認しながら指導されることが少なくな
い。教員研修においても同様である。このため，遠
隔間で研修を進める場合は，授業を担当する教員は
はっきりと喋ることやゆっくり喋ることが重要とな
る。授業を受けている学習者の様子を確認しながら
進めることに注意が必要である。 
このように，小学校英語教育における実習指導の
研修環境を構築することができた。 
3. 理科教育を対象とした研修システム 
理科教育分野の研修においても遠隔教育や e-
Learning を活用した事例は散見される。例えば，吉
田らはウェブカンファレンスを活用し，海外地域に
おける理科現職教員の再教育の効果の検証を行って
いる[10]。また，樋口らは高精細動画通信と対話型
教授システムによる遠隔物理実験授業の実践を行っ
ている[11]。さらに，萱野らはテレビ会議システム
を用いて理科授業の分析を行っている[12]。しかし，
実際に実習を含む指導が可能な研修システムを設計
した事例は少ない。そこで，教室に持ち込むことが
難しい自然現象を多く取り扱い，教科の分野が広い
ことから研修の機会も少なくない理科教育分野を対
象とした実習指導システムを提案した。結果を図 2
に示す。 
図 2 に示すように環境を構成する機材として，授
業資料を提示するための PC，会場用マイク，スイッ
チャー，テレビ会議システム，撮影用カメラ，資料
映像用ディスプレイ，他会場映像用ディスプレイか
らなる。小学校英語教育の研修環境とは異なり，理
科は実験を含むため，実験映像を手元で拡大するこ
とができる実物投影機の用意や実験のためのスペー
スを加えて設置している。理科の場合，実験におい
て小さな器具や小さな素材を扱う場合があるため，
実験を捉えるためには高精細なカメラが必要となる。
また，想定通り実験が進まない場合があるため，事
前に実験の内容の把握とリハーサルを行い，実験の
様子が捉えられるよう入念な事前確認が必要となる。
また，音声に関する実験を執り行う場合は事前確認
の際に音が他会場に拾えることを確認することが肝
要となる。他会場においても実験する場合は，実験
をサポートする人材を配置し，実験による事故が発
生しないように入念な確認が必要となる。 
このように，理科教育分野における実習指導の研
修環境を構築することができた。 
4. 大型環境を対象とした研修システム 
小学校英語教育分野や理科教育分野について研修
環境の提案を行った。教科に関する研修は主に教室
を主体とした研修環境となるが，ここでは大規模な
教室や体育館を想定した研修の環境について提案す
る。学校において，もっとも大きな施設の部類に入
るものは体育館となる。そこで体育館を対象とした
研修を行う場合の環境を提案した。結果を図 3 に示
す。 
図 3 に示すように環境を構成する機材として，他
会場の様子を表示するディスプレイ，PC 映像を映す
スクリーン，PC，会場用マイク，プロジェクタ，テ
レビ会議システム，撮影用カメラからなる。体育館
などの大きな会場においては，人権，防災，総合的
な学習など多様な分野の話が行われるため，すべて
の分野において必要となる装備を揃えるためには費
図 2 理科教育における研修環境 
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用や時間を要するため，必要最低限の装備として，
他会場映像を映すディスプレイ，PC 映像を映し出す
スクリーン，プロジェクタ，PC などを用意しておく
必要がある。体育館のように大きな会場については，
電源やネットワークの位置が固定されていることか
ら，機材の設置場所によっては電源ケーブルやネッ
トワークケーブルが届かないなどの問題が生じる可
能性がある。したがって，事前に延長ケーブルやロ
ングのネットワークケーブルを用意しておく必要が
ある。さらに，他会場映像を映すディスプレイや PC
映像を映し出すスクリーンについては，会場の後方
からでも見ることができるようなサイズのものを導
入するような配慮が必要となる。 
このように，体育館を対象とした研修を行う場合
の環境を構築することができた。 
5. 研修体制について 
授業研究や研修を行うためには，企画や運営を行
う担当者が必要となる。遠隔教育や e-Learning に
よって実施する場合には，システムの保守管理や授
業研究や研修を行う会場をコーディネートする担当
者が必要となる。このことから，事前に組織運用体
制を整えておくことが必要となる。例えば，図 4 に
示すように，研修の企画を行う企画担当者，会場の
運用を行う運用担当者，システムの管理保守を行う
システム担当者，会場の研修を補助するアシスタン
トなどを配置することが考えられる。各研修会場に
おいて企画や運用の仕組みが異なる場合，研修への
参加者が把握できない，参加者に連絡ができない，
予定通り研修ができないなどの問題が発生する。通
信環境・ネットワーク環境の企画が異なる場合，相
手環境へ通信ができない，運用中のネットワークの
断線などの問題が発生する。これらの突発的なトラ
ブルが発生する可能性を低くするためにも，企画・
運用段階において事前に情報を把握・整理しておく
ことが求められる。 
他方，組織運用体制については，個人が複数の役
割を担うことはなるべく避けられたほうがよい。企
画・運用における内容企画，日程調整，参加者との
連絡業務やシステム管理保守におけるシステムの設
定やテストなどの業務は各々性質が異なる複雑な業
務となる。細部について十分に確認することができ
ず，研修当日のミスにつながる可能性がある。組織
運用体制としては，システムの管理保守に該当する
基盤部部分と実際に研修を運用企画するデザイン部
分に大別した体制を整備することが望ましいと考え
られる。 
6. おわりに 
本研究では，英語教育，理科教育，体育館におけ
る研修を対象に研修を行うための環境の提案を行っ
た。遠隔教育や e-Learningシステムによって授業研
究や研修は合理的かつ効果的に運用され始めている。
技術の進展とともにさらに合理的かつ効果的な研修
システムが提案されていくものと考えらえる。 
次期学習指導要領の改訂の方向性の中に観られる
ように，地域との連携による教育は今後さらに充実
されていくことになっている。すでに地域連携本部
や地域連携コーディネーターを配置し積極的に地域
と連携した教育を試みる学校もみられる。しかし，
教員自身が地域連携コーディネーターの仕組みの認
識が弱い場合や地域連携をしたくともその方法がわ
からないという事例も散見される。したがって，地
域連携本部や連携先の学校における企画・運用の段
階から仕組みの周知を教員に対して行うことや地域
図 3 体育館など大型の研修環境 
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連携の取り組み事例を紹介することにより一層の連
携が可能となると考えられる。学校教員自身は，生
徒指導，保護者への連絡，授業の準備，成績評価な
ど多忙を極めているため，自主的な研修風土を盛り
上げること，地域を知る機会を増やすことなどが今
後の地域連携の重要な点となる。地域と学校が相互
理解を結び，双方にとって価値のある連携を行う目
的を共有することが連携を乗り越えた共生へとつな
がる。 
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